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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

  
当社は、2020 年 10 月 19 日の取締役会にて、2021 年１月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であ

る株式会社グローバル・リンク・パートナーズを吸収合併（以下、本合併）することを決議しましたので、下

記の通りお知らせいたします。なお、本合併は当社 100％子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示

事項・内容を一 部省略して開示しております。 

 

記 
 

１． 合併の経緯、目的 

  株式会社グローバル・リンク・パートナーズは 2007 年 11 月 19 日に設立され、主に当社が販売した物件

のプロパティマネジメント事業を運営してまいりました。プロパティマネジメント事業を連結子会社とする

ことで、業績明確化や預金管理の健全性の担保を対外的に示す等の貢献をしてまいりました。しかしながら、

当社におきまして更なる生産性向上を実現するための議論を進める中で、当社の取締役会と連結子会社の取

締役会での重複感や非効率が課題として認識されたこと、ファンド事業開始に伴うプロパティマネジメント

戸数の急激な増加により、当社と連結子会社の契約手続きの煩雑さの増大が考えられることから、本合併を

進める結論に至りました。 

  本合併により、意思決定の迅速化や柔軟化に加え追加的な事務負担の削減や経営効率の改善を目的とし、

企業価値向上のスピードを加速させる効果があると想定します。 

 

２．合併の要旨 

  ①本合併スケジュール 

   合併決議取締役会      2020年 10月19日（月） 

   合併契約締結        2020年 10月19日（月） 

   合併期日（効力発生日）   2021年１月１日（金）(予定) 

  ②本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社グローバル・リンク・パートナーズは解散します。 

  ③本合併に係る割当の内容  

本合併は、当社の完全子会社間で行われるため、株式の割り当て、その他の対価の交付を行いません。  

④本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

会 社 名 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 金  大 仲 

 （コード番号：3486 東証第一部） 

問合わせ先 経 営 企 画 部 長 竹内 文弥 

 （TEL.03-6821-5766） 

各 位 



 

 

３．本合併の当事会社の概要(2019年 12月 31日現在) 

  存在会社 消滅会社 

（１）名称 株式会社グローバル・リンク・マネジメント 株式会社グローバル・リンク・パートナーズ 

（２）所在地 東京都渋谷区道玄坂１丁目12番1号  東京都渋谷区道玄坂１丁目12番1号  

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 金 大仲 代表取締役 富永 康将 

（４）事業内容 不動産ソリューション事業 プロパティマネジメント事業 

（５）資本金 500百万円 35百万円 

（６）設立年月日 2005年3月31日 2007年11月19日 

（７）発行済株式数 7,564,640株 700株 

（８）決算期 12月31日 12月31日 

（９）大株主及び持株比率 株式会社G2A      

金 大仲        

富永 康将       

株式会社FPG      

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 

33.92％ 

24.35％ 

2.80％ 

1.35％ 

0.99％ 

 

株式会社グローバル・リンク・

マネジメント  

100.00％ 

（１０）直前事業年度の財政

状態及び経営成績 
2019年 12月期（連結） 2019年12月期(単体) 

純資産（千円） 3,853,427 347,586 

総資産（千円） 16,158,133 679,959 

１株当たり純資産（円） 509.40 496,551.59 

売上高（千円） 25,086,370 2,527,904 

営業利益（千円） 1,564,940 187,816 

経常利益（千円） 1,364,923 185,672 

親会社株主に帰属する当期純

利益/当期純利益（千円） 

867,177 113,604 

１株当たり当期純利益（円） 114.78 162,291.73 

 

４．本合併後の状況 

  本合併による存続会社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し  

本合併は、当社の完全子会社を当事者とするものであり、当社の連結業績に与える影響は軽微でありま

す。 

 

以上 


